
令和4年度

南風原町国民健康保険特別会計予算書

沖縄県島尻郡南風原町



議案第H号

令和4年度南風原町国民健康保険特別会計予算

令和4年度南風原町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算)

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ4,230,191千円と定める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

(一時借入金)

第 2 条地方自治法第235条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、 2,500,000千円と定める。

(歳出予算の流用)

第 3 条地方自治法第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる

場合は、次のとおりと定める。

(1)保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用

令和4年3月4日 提出

南風原町長 赤 嶺 正 之



(歳入)

1.国民健康保険税

3.使用料及び手数料

5.県支出金

9 財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

款

10

Ⅱ

12

14.市町村債

第1表歳入歳出予算

1.国民健康保険税

1.手数料

2.県補助金

3.財政安定化基金支出金

1.財産運用収入

1.他会計繰入金

1.繰越金

1.延滞金、加算金及び過料

4.雑入

2.財政安定化基金貸付金

合計

項

歳 入

金

(単位:千円)
額

698,793

698,793

634

634

2,980,416

2,980,415

339,797

339,797

210,548

1,941

208,607

4,230,191

ー
ー
ー

ー
ー

ー
ー



(歳出)

1.総務費

2.保険給付費

款

3.国民健康保険事業費納付金

5.財政安定化基金拠出金

6.保健事業費

フ.基金積立金

1.総務管理費

2.徴税費

3.運営協議会費

8.公債費

9.諸支出金

10.前年度繰上充用金

療養諸費

高額療養費

移送費

出産育児諸費

葬祭諸費

傷病諸費

項

1.医療給付費分

2.後期高齢者支援金等分

3.介護納付金分

1.財政安定化基金拠出金

特定健康診査等事業費

保健事業費

1.基金積立金

金

(単位:千円)

額

108,544

93,014

15,399

131

2,827,311

2,345,654

456,872

2

23,864

918

1,235,053

910,104

233,991

90,958

1.公債費

1.償還金及び還付加算金

55,428

48,155

フ,273

313

313

3,039

3,039

ー
ー

ー
ー

1
2
3
4
5
6

1
2



(歳出)

Ⅱ.予備費

歳 出

前年度繰上充用金

予備費

斗

項 金

(単位:千円)

額

500

500

4,230,191

L
合



予算に関する説明

1 歳入歳出予算事項別明細書

( 1 )

( 2 )

( 3 )

給与費明細

書

括
入
出

竺
威
歳

書



括

(歳入

1.国民健康保険税

3.使用料及び手数料

5.県支出金

9.財産収入

10.繰入金

H.繰越金

12.諸収入

14.市町村債

歳入歳出予算事項別明細書俳餅舌)

歳 入

本年度予算額

698,793

634

2,980,416

339,797

210,548

4,230,191暑十

^

目1」 年度予算額

700,146

733

2,943,724

339,745

115,198

4,099,549

比

(単位

較

千円)

△1,353

△99

36,692

0

52

0

95,350

0

130,642

総1

合



(歳出)

般財源

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金

財政安定化基金拠出金

保健事業費

基金積立金

公債費

諸支出金

前年度繰上充用金

予備費

款 本年度予算額前年度予算額

歳

108,544

2,827,31 1

1,235,0認

55,428

313

3,039

500

4,230,191出

104,329

2,760,519

1,181,250

49,567

342

3,039

500

4,仭9,549計

比較

4,215

66,792

脇,803

5,8田

△29

130,642

国県支出金

24,368

2,791,233

127,270

37,544

2,980,416

本年度予算額の財源内沢

特定財源

地方債

84,176

20,178

878,615

17,884

313

3,039

500

1,004,706

(単位:千円)

その他

15,900

229,168

245,069
合

1
2
3
5
6
7
8
9
0
1

ー
ー

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0



2.歳 入

目

般被保険者国民健康保険
税

1款 国民健康保険税

本年度

698,787

退職被保険者等国民健康保
険税

前年度

700,129

比較

△ 1,342

1項国民健康保険税

U

区

1.医療給付費分現年課
税分

2.後期高齢者支援金分
現年課税分

3.介護納付金分現年課
税分

4.医療給付費分滞納繰
越分

5.後期高齢者支援金分
滞納繰越分

6.介護納付金分滞納繰
越分

△Ⅱ 4.医療給付費分滞納繰
越分

5.後期高齢者支援金分
滞納繰越分

6.介護納付金分滞納繰
越分

1款国民健康保険税 1項国民健康保険税

。十

,兒
金額
481,587 般被保険者国民健康保険税

146,959 後期高齢者支援金分現年課税分

49,997 介護納付金分現年課税分

13,537 般被保険者国民健康保険税

4,936 後期高齢者支援金分滞納繰越分

1,フ71介護納付金分滞納繰越分

4退職被保険者等国民健康保険税

1後期高齢者支援金分滞納繰越分

1介護納付金分滞納繰越分

698,793 700,146

明

△1,3腿

(単位:千円)

481,587

146,959

四,997

13,537

4,936

1,フ71

4



2.歳

目

総務手数料

督促手数料

入

3款 使用料及び手数料

本年度前年度

626

14

719

比較

1項手数料

区分
1.証明手数料

1.督促手数料

△6

△93

3 款使用料及び手数料 1項手数料

Ⅱ

。1

金 ,兇
額

8国民健康保険税納税証明手数料
呪6国民健康保険税督促手数料

634 733

明

△99

(単位:千円)

626

1
2



2.歳

目

保険給付費等交付金

入

5款 県支出金

本年度

2,980,415

前年度

2,943,723

比較

36,692

2 項県補助金

Π

区分
1.保険給付費等交付金

(普通交付金)

2.保険給付費等交付金
(特別交付金)

5 款県支出金 2 項

,十

説金

2,791,器3 保険給付費等交付金(普通交付金)

189,182 特別調整交付金(市町村向け)
県繰入金(2号)

特定健康診査等負扣金

特別交付金(努力支援交付金分)

2,980,415

県補助金

2,943,723

明

36,6兜

(単位:千円)

2,791,器3

110,541

48,627

12,044

17,970



2.歳

目

財政安定化基金交付金

入

5款 県支出金

本年度 前年度 比較

3 項財政安定化基金支出金
Ⅱ

区 金額
0 1.財政安定化基金交付

金

5 款県支出金 3 項財政安定化基金支出金

。十

1財政安定化基金交付金

説 明

(単位:千円)



2.歳

目

利子及び配当金

入

9款 財産収入

本年度 前年度 比較

1項財産運用収入

Π

区

0 1.準備基金収入

9 欣財産収入 1項財産運用収入

。十

金額
1保険給付準備基金利子

,兒 明

(単位:千円)



2.歳 入

目

般会計繰入金

10 款 繰入金

本年度

339,797

前年度

339,745

比較

1項他会計繰入金

Π

区分
52 1.保険基盤安定繰入

(保険税軽減分)

2.職員給与費等繰入

3.出産児時金繰
金

4.財政安定化支援事
繰入金

5.その他般会計繰

金

フ.保険基盤安定繰入

(保険者支援分)

10 款繰入金 1項他会計繰入金

計

説 明
金額

134,267 保険基盤安定繰入金 q呆険税軽減分)

94,728 職員給与費等繰入金

15,900 出産児一時金繰入金

20,648 財政安定化支援事業繰入金

1その他般会計繰入金

74,253 保険基盤安定繰入金(保険者支援分)

339,797 339,745

(単位:千円)

134,267

94,728

15,900

20,648

74,253



2.歳

目

その他の繰越金

入

Ⅱ款 繰越金

本年度 前年度 比較

1 項繰越金

Ⅱ

区分
0 1.その他の繰越金

Ⅱ款

。十

繰越金

金額

1項繰越金

1前年度繰越金

明

(単位:千円)



2.歳

目

般被保険者延滞金
退職被保険者等延滞金

入

n款 諸収入

本年度

1,940

前年度

1,726

比較

1 項延滞金、加算金及び過料
U

区 金額
1.般被保険者延滞金 1,940 国民健康保険税延滞金
1.退職被保険者等延滞 1国民健康保険税延滞金

金

214

n 款諸収入 1項延滞金、加算金及び過料

。ト 1,941 1,727

.兇 明

(単位:千円)

1,940
1
2



2.歳 入

目

般被保険者第

12 款

2 退職被保険者等第
金

諸収入

本年度

5,000者納付

般保険者返納金

者納イ、

4.退職被保険者等返納金

前年度

3,984

5.貸付金元利収入

比較

1,016

4 項雑入

区分
1.一般被保険者第三

納付金(現年度分)

2.一般保険者第三

納付金(滞納繰越分

0 1.退職被保険者等第=
者納付金(現年度ノ

2.退職被保険者第三

納付金(過年度分)
般被保険者返納

般被保険者返納

(滞納繰越分)

0 1.退職被保険者等返'、

金

2.退職被保険者等返1

金(滞納繰越分)

0 1.高額療養費貸付金1

入(現年分)

2.高額療養費貸付金1

入(滞納繰越分)

出産費貸付金収入

雑入06.雑入

4,980

フ.歳入欠陥補填収入

6,700

12 款諸収入 4 項雑入

2,002

斗

720

金
説

額
3,000 交通事故等納付金(現年度分)

2,000 交通事故等納付金(滞納繰越分)

2,002

196,618

208,607

100,フ78

1交通事故等納付金(現年度分)

1交通事故等納付金(過年度分)

4,000 保険給付費返納金

980保険給付費返納金(滞納繰越分)

1保険給付費返納金

1保険給付費返納金(滞納繰越分)

2,000 高額療養費貸付金収入

1高額療養費貸付金収入(滞納繰越分)

1出産費貸付金収入

3雑入

不正及び不当利得徴収金(滞納繰越分)

不正利得加算金(滞納繰越分)
196,618 歳入欠陥填収入

H3,471

196,61895,840

明

95,136

1.歳入欠陥補填収入

(単位:千円)

3,000

2,000

4,000

980

2,000

ー
ー
ー
ー

1
2

3
1



2.歳

目

財政安定化基金貸付金

入

14 款 市町村債

本年度 前年度 比較

2 項財政安定化基金貸付金
Ⅱ

区 金額
0 1.財政安定化基金貸付

金

14 款市町村債 2 項財政安定化基金貸付金

。十

説 明

(単位:千円)



3.歳 出

目

般管理費

1款総務費

本年度前年度

88,848 85,062

比較
年

国県支出金
12,9073,786 5田

(レセプト

フ,037

30,162

900

282

147

1,332

6,963

840

^

疋

地方債

1 項総務管理費

a 源
ノ'、

その他

Ⅱ.役務費

旅費

需用費

1款総務費 1項総務管理費

般財源

75,941

区分

報酬

Ⅱ

給料

職員手当

等

説 明金額

フ,598 会計年度任用職員報酬
会計年度任用職員報酬
点検職員)

30,162 般職員給料
23,田3 扶養手当

管理職手当

通勤手当

住居手当

般職員期末手当

児童手当

総合事務組合退職手当負担金
5,731

勤勉手当 4,954

時間外勤務及び休日勤務手当
757

会計年度任用職員期末手当
1,525

会計年度任用職員期末手当 1認
Ⅱ,240沖縄県市町村職員共済組合負担金

9,665

沖縄県市町村職員互助会負担金
150

地方公務員災害補償基金負担金
U

社会保険料(会計年度任用職員職
員) 1,381

1呪会計年度任用職員費用弁償 142
218 消耗品費 176

印刷製本費 呪

2,008 通イ運搬費 2,008

(単位:千円)

4.共済費

訳

2
3

8
川



3.歳 出

目

総務費

本年度前年度 比較

連合会負キ

金

運営負扣金

年
特

国県支出金

の

、

地方債

3,955

^

1項総務管理費

a 源 沢
源

般財源
その他

211 1821 1

4,036

1款総務費 1項

。十

192

△別

93,014

総務管理費

19

区分

委託料12

89,290

Ⅱ

(単位:千円)

説 明

国保連合会般事務電化共同処
理手数料

療養費審査業務委託料
国民健康保険被保険者証作成業務
委託料

国保連合会特別事務電算化共同処
理手数料

第者行為求償事務手数料
国民健康保険システム改修委託料
国保情報集約システム手数料

120 庁用備品購入費 120

2,001 高額療養費貸付金 2,000
出産費貸付金

1 般会計繰出金

3,9邪般負扣金 2,615

広報共同事業負扣金 1,340

2Ⅱオンライン資格確認・中間サーバ
一負担金 211

金額

11,745

3,724 80,10712,907

備品購入

費

貸付金

繰出金

負扣金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

3,955

ー
ー

士
示1

1
 
Q
 
T
 
&



3.歳 出

目

賦課徴収費

1 る欠

本年度

3,938

総務費

前年度

3,722

保険税収納

率向上特別

対策事業費

1 1,461

比較 特
国県支出金

216

11,186

の

地方債

^

275

2 項徴税費

a 源
源
その他

11,4田

1款総務費 2 項徴税費

,十

よ

般財源

3,938

巧,399

区分

10.需用費

Ⅱ.役務費

14,908 3,938

金額

委託料

報酬

職員手当

等

旅費

需用費

役務費

使用料及

び賃借料

491

104 消耗品費 加

印刷製本費 84

2,918 通イロ運搬費 1,巧8
手数料 376

窓口収納手数料 1,認4

916 納税通知書等作成及び封入封織委
託業務委託料

9,Ⅱ4 会計年度任用職員報酬(国民健康
保険税納付指導員) 9,114

1,975 会計年度任用職員期末手当

1,975

2π会計年度任用職員費用弁償 2π
20 消耗品費 20

75 通イロ運搬費 75

5 高速自動車道使用料

11,4田

説

(単位

明

千円)

20

蛯
 
1
 
3
 
8
 
W
 
Ⅱ
 
B



3.歳 出

目

運営協議会

費

本年度

131

総務費

前年度

131

比較
国県支

二文

地方債

3 項運営協議会費
源

源
般財源

その他

1款総務費 3 項運営協議会費

。十 131

区分

報酬

旅費

金額

131

(単位:千円)

説 明

112国民健康保険運営協議会委員報酬
1 12

19 費用弁償 19

易
命
0

款1

1
 
8



3.歳

目

般被保険
者療養給付

費

退職被保険

者等療養給

付費

一般被保険

者療養費

退職被保険

者等療養費

審査支払手

数料

出

2款

本年度

2,325,689

保険給付費

前年度

2,325,689

12,674

比較

国県支出金
0 2,322,361

12,674

フ,289

^

定財
地方債

フ,283

1項療養諸費

源 沢
源

般財源
その他

3,328

2,345,654 2,345,648

2 款保険給付費 1項療養諸費

12,656

,十

区分

負扣金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

委託料

18

Ⅱ

18

金額

2,325,689

18 18

(単位:千円)

説 明

般被保険者療養給付費

2,325,689

1退職被保険者等療養給付費 1

1 18

フ,289 12

2,335,017

12,674 般被保険者療養費

1退職被保険者等療養費

フ,289 レセフト電算処理システム委託料
般分レセフト

退職者等分レセフト

10,637

12,674



3.歳 出

目

般被保険
者高額療養

費

退職被保険

者等高額療

養費

般被保険

者高額介護

合算療養費
退職被保険

者高額介護

合算療養費

2款

本年度

456,328

保険給付費

前年度

387,026

4

比較

69,302

542

国県支出金
455,675

542

の

地方債

;又

2 項高額療養費

a 源 訳
源

般財源
その他

653

456,872

2 款保険給付費 2 項

541

。十 656387,570

高額療養費

区分

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

18

1 18

1 18

金額

456,328

69,302

(単位

説 明

般被保険者高額療養費

1 18

456,216

456,328

1退職被保険者等高額療養費 1

鼠2 般被保険者高額介護合算療養費
542

1退職被保険者高額介護合算療養費

千円)



3.歳 出

目

般被保険
者移送費

退職被保険

者等移送費

2款

本年度

保険給付費

前年度 比較

国自支出金

の

地方債

二文

3 項移送費

源
源
その他

2 款保険給付費 3 項移送費

。十

沢

般財源

1 18

区分

負扣金、

補助及び

交付金

負担金、

補助及び

交付金

Ⅱ

1 18

金額
説

般被保険者移送費

1退職被保険者等移送費

(単位

明

千円)



3.歳 出

目

出産育児

時金

支払手数料

2款

本年度

23,850

保険給付費

前年度

26,524

14

比較

△2,674

本年

国県支出金

の

地方債

^

疋

4 項出産育児諸費
源 訳

源
般財源

その他
15,900 フ,950

2 款保険給付費

。十 23,864

4 項出産育児諸費

区分

負扣金、

補助及び

交付金

委託料

18

26,538

14 12

Ⅱ

金額

23,850

△2,674

説

出産育児一時金

14 支払業務委託料

(単位

明

千円)

23,850

15,900 フ,964



3.歳 出

目

葬祭費

2 。次

本年度

918

保険給付費

前年度

760

比較 特
国県支出金

158

'文.

地方債

5 項葬祭諸費

a 源 訳

源
般財源

その他
918

2 款保険給付費 5 項葬祭諸費

。1 918

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

Ⅱ

760

金額
説

918 葬祭費補助金

158

(単位

明

千円)

918

918



3.歳 出

目

傷病手当金

2款

本年度

保険給付費

前年度 比較
国県支出金

傷病諸費6項

源 訳
源

般財源
その他

2 款保険給付費 6 項傷病諸費

,十

区分

負担金、

補助及び

交付金

18

n

金額

H易病手当金

説

(単位

明

千円)
の
a
債

又
疋
地



3.歳 出

目

般被保険

者医療給付

費分

本年度

910,104

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

889,166 20,938

特
国県支出金

93,621

1項医療給付費分

源 訳

般財源
ノ、

その他
169,186 647,297

647,297910,104 889,166

国民健康保険事業費納付金 1 項炊

区分

負扣金、

補助及び

交付金

18

Ⅱ

金額

910,104

20,938

(単位

,兒 明

般被保険者医療給付費

医療給付費分

93,621

千円)

169,186

910,104

の
a
責イ方

又
地

款3



3.歳 出

目

般被保険

者後期高齢

者支援金等

分

3款

本年度

233,991

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

209,176 24,815
国県支出金

25,593

士.

の

地方債

二又

2 項後期高齢者支援金等分
源 訳

源
般財源 区分

その他
45,396 163,0呪 18.負担金、

補助及び

交付金

3 款国民健康保険事業費納付金 2 項

。十 233,991 209,176

Ⅱ

25,593

後期高齢者支援金等分

金額

233,991

24,815

(単位:千円)

説 明

般被保険者後期高齢者支援金等
233,991

45,396 163,002



3.歳 出

目

介護納付金

分

3款

本年度

90,958

国民健康保険事業費納付金

前年度 比較

82,908 8,050

年

国県支出金
8,056

の

地方債

^

3 項介護納付金分

源内訳
源

般財源
その他

14,586 68,316

3款

,十 90,958

国民健康保険事業費納付金

区分

負扣金、

補助及び

交付金

18

82,908

Ⅱ

3項

8,050

介護納付金分

金額

90,958 介護納付金

8,056

説

(単位

明

千円)

90,9認

14,586

30

68,316



3.歳 出

目

財政安定化

基金拠出金

5款

本年度

財政安定化基金拠出金

前年度 比較
年

国県支出金

二丈

地方

の

1 項財政安定化基金拠出金
a 源 訳

源
般財源 区分

その他
0 18.負担金、

補助及び

交付金

5 款財政安定化基金拠出金 1項財政安定化基金拠出金

。十

Ⅱ

金額

(単位

説 明

1財政安定化基金拠出金

千円)



3.歳 出

目

特定健康診

査等事業費

6款

本年度

保健事業費

前年度

48,155 42,947

比較
本年

国県支出金
31,8265,208

^

地方債

の

1 項特定健康診査等事業費
源 訳

゛

、

その他

16,329

18

6 款保健事業費 1項特定健康診査等事業費

計

般財源

16,329 1

48,155

区分

報酬

42,947

Ⅱ

説 明
金額

13,4仭会計年度任用職員報酬 q呆健師)
2,67フ

会計年度任用職員報酬(管理栄養
士) 5,3脇

会計年度任用職員報酬 1,989

会計年度任用職員報酬(特定健診
受診率向上対策指導員) 3,390

840会計年度任用職員期末手当 364
会計年度任用職員期末手当 q呆健
師) 580

会計年度任用職員期末手当(管理
栄養士) 1,160

会計年度任用職員期末手当(特定
健診受診率向上対策指導員)

736

1,309 社会保険料(会計年度任用職員)
1,309

3器謝礼金 333

200会計年度任用職員費用弁償 200
6田消耗品費 182

印刷製本費 479

175 通信運搬費 175

28,017 特定健康診査等委託料
インセンティブ委託料

特定健診未受診者対策事業委託料
1,2Ⅱ特定健診・特定保健指導関係業務

負扣金 1,211

5,208

職員手当
等

31,826

(単位:千円)

4.共済費

報償費

旅費

需用費

負担金、

補助及び

交付金

役務費

委託料

1

7
 
8
 
0

1
2

ー
ー



3.歳 出

目

保健衛生普

及費

6款

本年度

5,346

保健事業費

前年度

4,786

2.疾病予防費

3.医療通知費

比較
年

国県支出金
4,646560

576

1,3別

5,718

の

地方債

二丈

576

2 項保健事業費

a 源 訳

源
般財源

その他
700

1,258

6 款保健事業費 2 項

寸

93

1,555

1,072

フ,273 6,620

保健事業費

区分

1.報酬

3.職員手当

等

8.旅費

10.需用費

12.委託料

13.使用料及

び賃借料
18.負担金、

補助及び

交付金

10.需用費

Ⅱ.役務費

Ⅱ

(単位:千円)

説 明
金額

2,677 会計年度任用職員報酬(管理栄養
士) 2,67フ

580 会計年度任用職員期末手当(管理
栄養士) 580

86会計年度任用職員費用弁償 86
1,311 消耗品費 61 1

賄材料費 700

276 検査委託料
416 電算機器使用料 416

576 はり、きゅう、あん摩、マッサー
ジ、補助金 576

児印刷製本費 兜

1,259 通イロ運搬費 1,072

医療費通知書作成手数料 187

6朋

576

279



3.歳 出

目

準備基金積

立金

7款

本年度

基金積立金

前年度 比較 特
国県支出金

の

地方債

^

基金積立金1項

源
源

般財源
その他

7 款基金積立金 1項基金積立金

。ト

0 24

区分

積立金

Π

金額

(単位

説 明

H呆険給付準備基金積立金

千円)



3.歳 出

目

利子

8款

本年度

313

公債費

前年度

342

比較

△29
国県支出金

の

地方債

二丈

疋

1項公債費

源
源
その

8 款公債費 1項公債費

。十

沢

般財源

313

313

区分

償還金、

利子及び

割引料

器

Ⅱ

342

金額

△29

313

説

時借入金利子

(単位

明

千円)

313

313



3.歳

目

1.般被保険
者保険税還

付金

2.退職被保険

者等保険税

還付金

3.償還金

出

9款

本年度

3,000

諸支出金

前年度

3,000

4 般被保険

者還付加算

金

退職被保険

者等還付加

算金

高額療養費

貸付金還付

加算金

比較
年

国県支出金

35

の

地方債

^

35

1 項償還金及び還付加算金
a 源 訳

源
般財源 区分

その他
3,000 22.償還金、

利子及び

割引料
1 22.償還金、

利子及び

割引料

1 22.償還金、

利子及び

割引料

35 22.償還金、

利子及び

割引料

1 22.償還金、

利子及び

割引料

1 22.償還金、

利子及び

割引料

9 款諸支出金 1項償還金及び還付加算金

。十

(単位:千円)

説 明
金額

3,000 過誤納国民健康保険税還付金

3,000

1退職被保険者国民健康保険過誤納
還付金

1国庫支出金償還金及び療養給付費
交付金償還金

35 般被保険者国民健康保険税還付
加算金 35

1退職被保険者等国民健康保険税還
付加算金

1高額療養費貸付金還付金

3,039 3,0393,039

Π



3.歳 出

目

前年度繰上

充用金

10 款

本年度

前年度繰上充用金

前年度 比較

国県支出金

^

地方債

1項前年度繰上充用金

訳

般財源

10 款前年度繰上充用金 1項前年度繰上充用金

。十

1 21

区分

補償、補

填及び賠

償金

"

金額
税

1前年度繰上充用金

(単位

明

千円)

源
他の

、
源
そ

貝
、



出

目

予備費

Ⅱ款

本年度

500

予備費

前年度

500

比較 特
国県支出金

^

地方イ

の

1項予備費

源
源

その他

Ⅱ款予備費 1項予備費

,十

沢

般財源

500

500

区分

予備費30

Ⅱ

500

金額

500 予備費

説

(単位

明

千円)

500

500

"
局3



一般職

(1)総括

職員数
(人)

区

本年

目1」丕戸

比

14 065

13 582

483

(2の

(18)

(2)
※)内は再任用

柘

(国

報酬

与

民健

給 与

給料職員手当

32 798

-39 -

費

康保

30 093

職員手当

の内訳

2 705

ブH 間勤工,1

区分

30 162

明

険特

30 004

本年度

前年度

比較

費

扶養手当住居手当

細

別会

29 008

158

及び短H 間

28 087

量十
共済費

91 968

900

921

易の本言

1 218

△ 318

88 184

4 954

5 006

△ 52

1 332

336

996

間外特殊勤務

日勤務手 当

12 549

784

任用1

H 255

斗

757

918

△ 161

104 517

1 294

外き

単位:千円

退職手当旧童手当通勤手当管理職手当期末手当勤勉手当
負扣金

99 439

5 078

5 731

5 701

30

備 考

147

単位:千円

840

900

△ 60

282

282

0

書
計 )

合

3
年

分

度
度

時
休

0
 
0
 
0

4
 
3

1



( 2 )

区分

給料及び職員手当の増減額の説明

増減額 増減事由別内訳

給与改正に伴う増減分

給 料

昇給に伴う増加分

158

職

その他の増減分

手当

111

制度改正に伴う増減分

平均定昇率

0職員数の異動状況

(現に在職する職員)

本年度 8人

前年度 8人

470採用退職の状況(会計転出入等含む)
会計転入者

会計転出者

921

説

その他の増減分

4.66%

明

単位

備

(新規採用数)

0人

0人

扶養手当

住居手当

921 通勤手当

管理職手当
期末手当

千円

考

△ 318 勤勉手当

996 退職手当負担金

3 児童手当

0特殊勤務手当

483時間外勤務手当

4人郎年度中

4人

△ 52

30

△ 60

0

△ 161

員



(3)給与及び職員手当の状況

ア職員一人当たりの給与

区

令和4年4月1日現在

令和3年4月1日現在

分

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

平均給料月額

平均給与月額

平均年齢

イ 初任給

区

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

般行政職

311 075円

338 788円

39歳10ケ月

310 475円

334 038円

39歳4ケ月

分

税務職

般行政職(円)

150,600円

182,200円

教育職
薬剤師
医療技術職

現 業職

147,900円

福祉職

薬剤師医療技術職(栄養士・保健師)

福祉職(保育士・社会福祉士)

(円)

現業職

国

政職(

150,600円

182,200円

イ丁

の 制

1丁政 職

卒
卒

校
学

高
大

度
(



職;

級

区

職教

級

計

職税

級

級

計

イ

6級
長

1

5

2
 
2

1

1

級

計

級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
級
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こ1二、 昇給
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オ 期末手当・勤勉手当
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制

給期別

(月分)

2 2 5

2 2 5

2 2 5

支給率等

支給率

12月(月分)

2 2 5

2 2 5

2 2 5

24.586875 33

国の制度
(支給率等)

支給率計(月分)

45

45

45

24.586875 33

27075 47 709

27075

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

(月

47

47

709

その他の加算措置等

定年前早期退職

特例措置

[ 2 %~ 20 %加算]

709

47

備

709

定年

特

[ 3 %

考

^

剛早期退職

例措置

~ 45 %加算]

備 考

有
有
有

4
 
4
 
4

2
 
2
 
2

者
)ノ

刀

局ゆ
↓

杭
分

菫
月

年
(

鉐
者

の
)

統
八

菫
月

年
(

部
者

の
)

九
八

勤
月

年
(

即
者

2
 
2
 
2

度
度
度

年
年

本
前
国

区 ノ



キ特殊勤務手当

区

給料総額に対する比率(%)

支給対象職員の比率(%)
(令和4年4月1日現在)
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